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国際合弁の法的諸問題
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I. はじめに
志津田一彦
ジョイント・ベンチャーの活用される方面としては いくつかのものが挙げ
られている。例えば，第1に，新規事業に乗り出す場合，第2に，既存事業の
補強を行う場合，第3に，ライセンサーである企業にとり単なる技術の売買で
は展望がない場合，第4に，企業が自社独力による研究開発能力を欠いている
場合，第5に，不採算事業または不得意分野を切り離し，これを強力なパート
ナーとの間で設立したジョイント・ベンチャーに譲渡し 再生を試みる場合
（事業の再構築＝リストラクチャリング），第6に，海外のパートナーとジョ
イント・ベンチャーを組み，合弁事業を共同で遂行する過程において，相手方
ノTー トナーの合弁会社の株式を全部または一部取得し，合弁会社を100%子会
社またはこれに近い実質的に支配する会社とする方法として（企業買収の手段
として），第7に，相当な規模となった企業がグループ力を強化する場合など
に，ジョイント・ベンチャーが有用とされている I）口
本稿では，特に国際合弁の設立，運営をめぐる法律上の問題（デッドロック
など）について，若干の考察を試みようと思う 2）。
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I. ジョイント・ベンチャーの設立をめぐる諸問題
1.ジョイント・ベンチャーの設立を考える場合 どこの国（ないし州）の
法律に基づいて設立するのか（外国法か，日本法か），営業の本拠地はどこに
するのかが問題となる 3）。海外進出国の選定は，優遇策，労働力の豊富さ低
廉性，優れたパートナーの存否，投資先市場の成長性とも関連し， F/S実行
上注意を要するが，国・地域の厳格な比較は，原則的に困難であり，むしろ，
ターゲ、ツトになる国（地域）を絞り，そこなら自社のプロジ、エクトがいかに達
成可能かというアプローチの方が，結果的に早道になるという指摘もある 4）。
わが国の企業が合弁形態で（単独形態でなく）海外投資する場合の事業形態
として，（1）法人形態 (IncorporatedJoint Venture, INCO：株式会社または
有限（責任）会社）と（2）非法人形態（UnincorporatedJoint Venture, 
UNINCO：ジェネラル・パートナーシップ（GP) リミテッド・パートナー
シップ（LP）またはジョイント・ベンチャー（JV)）に分けられる 5)0 (1）の
メリットとしては，①投資家の責任が有限となる，②投資家間の契約内容州2)
に比較して簡単になる，③合弁会社が取引の主体で，株主は表面にでないので，
合弁会社の取引に関連して，原則として，投資家が提訴されることはない。（1)
のデメリットとしては，①合弁会社の利益につき，投資家の課税後の利益から
配当を受けるに過ぎない，②法律の規制を受ける分野が広く，投資家聞の自由
な契約で取り決めうる分野が狭い ③合弁会社の生産物を現物または原価で引
き取ることができない。（2）のメリットとしては，①投資家は（2）の利益をその持
分に応じて自己の財務諸表の中に取り込み，自ら納税義務者となる，②法律の
規制を受ける分野が少なく，投資家間の自由な契約で取り決めうる分野が広い，
③JVでは，生産物を現物または原価で引き取ることができる。（2）のデメリッ
トとしては，①投資家の責任が無限となる（ただし，それを回避する法的手段
はある），②投資家問の契約内容が（1）と比較し複雑になる，③JV形態の場合，
重要取引には投資家自らが契約当事者となり，表面にでてくるし，（2）の取引に
関連し，投資家が訴訟に巻き込まれるのが通例である。（2）のメリットとして，
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①投資家は（2）の利益をその持分に応じて自己の財務諸表の中に取り込み，自ら
納税義務者となる ②法律の規制を受ける分野が少なく，投資家間の自由な契
約で取り決めうる分野が広い ③JVの場合，生産物を現物または原価で引き
取ることができる。（1）のメリットは (2）のデメリットに，（1）のデメリットは，
(2）のメリットとなっていることがわかる 6）。
また，井原氏は，ジョイント・ベンチャーの類型を次のように整理して分析
する 7)。（1）共同事業者が自然人である場合 a.パートナーシップ b.パー
トナーシップ＋会社（いわば法人化されたパートナーシップ） c.会社 (2) 
共同事業者が法人である場合 a.会社 b.会社＋パートナーシップ（いわ
ばパートナーシップ化された会社） c.パートナーシップ（1X2）の場合とも，
本来的なa.から c.の形態へ進むことが想定され，（l)b(2)bは，パートナー
シップと会社の中間形態・混合形態であり 合弁会社の形態としてしばしば見
受けられる 8）。この混合形態に関し，最近州法で制定する州が出現し，注目
されるが，テキサス州のLimitedLiability Companyはその 1例で，パート
ナーシップの節税メリットと会社に付与された有限責任性を結び付ける形態で
ある 9）。
さらに注目すべき点は，ジョイント・ベンチャーの形態として，株式会社形
態がとられる場合，閉鎖会社として設立・運営されることがほとんどであり，
従来の閉鎖会社の法理論とオーバーラップする部分も多いという点である ω
（ただし，より実践的・戦略的特質が前面に押し出される点は留意するべきで
ある）。
2.次に，合弁事業を開始する場合，交渉の段階に即し，留意点のいくつか
について述べる。（1）まず，当事者ないし参加者は，合弁事業契約の締結に先立
ち，原則として， FS実施の直前または直後に，レター・オブ・インテント
(Letter of Intent LI）を交換することが多い。この交換の目的は，正式な合
弁事業契約が締結されるまでの当事者間の好関係を維持することにあるが，問
題はLIの法的効力であり，この点についてLIの中で具体的に記載されることが
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多い 11)0 契約締結上の過失も問題となる。（2）次に，合弁事業契約（合弁契約，
Joint Venture Agreement）の締結である。この契約は，法人形態でなく，
非法人形態の場合（GPAgreement, LP Agreement, JV Agreement），設
立準拠法が存在しないか不備であり，当契約書により合弁事業体が結成される
ので，当事者・参加者聞において 極めて詳細な契約書が必要といわれる ω。
(3）さらに，合弁会社の場合には，会社の定款がある凶）。合弁会社の定款は，
合弁契約の内容を反映しているべきで，実際，合弁契約中には，合弁契約と定
款の規定の聞に矛盾があった場合には，契約の規定が優先し，定款を契約に合
わせて修正しなければならないとの趣旨の条項を置くのが通常といわれる ω。
定款の規定は，当該国の会社法が許容する一定範囲に限定されるため，合弁契
約を作成する実益があり，合弁契約に違反すれば，会社法や定款に違反しなく
ても，契約違反の責任を問われる 15)0 合弁事業は，各参加当事者の利害衝突
の場であるから，合弁事業開始時に，その基本的事項を契約書に取り纏めてお
くことが肝要で，合弁会社の定款の規定には，その契約書の内容を最大限とり
込まなくてはならない紛。
II. ジョイント・ベンチャーの運営をめぐる諸問題
1.法人形態の場合
株式会社・有限会社のいずれの場合も，原則的に，当事者に，合弁（基本）
契約書があり，それに基づいて定款が作成される（より 厳密にいえば，合弁
契約には，合弁会社の設立に関する部分と運営に関する部分から成り，後者の
部分は，共同事業者が株主となっているので，株主間契約（shareholders' 
agreements）で定められているといえよう）。この定款に従い開催される株
主総会・社員総会および取締役会で，会社の意思決定が行われ，業務執行者に
よりその意思が執行される。合弁事業は一般に 当事者・参加者が戦略的・経
営参加的投資を行い，その利害が衝突する場ともいわれ，会社の意思決定機関
（株主総会・社員総会，取締役会）でしばしば意見が対立し，会社運営の行詰
まり＝デッドロック（Deadlock）に陥いる危険性がある。そこで，ここでは，
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その予防方法，対処方法について一瞥しようと思う 17）。
(1）まず，出資比率の問題である。政府の出資規制のない合弁事業では，当事
者の交渉で出資比率が決定されるが，その際パートナー聞の役割分担，とくに
誰が最終的な経営責任をとるかが，決定的要因となる。設立準拠法にもより，
相対的な意味でしか捉えられないと思われるが，企業経営にとり重要な意味を
有する出資比率は， 50: 50, 51 : 49, 66.6 : 33.4, 66. 7 : 33.3, 75 : 25であり，
50%かそれを超えるかは大きな違いがあるといわれている則。また，外国パー
トナーの現物出資の受入れは慎重に判断すべきであり，現物出資の土地より工
業団地の方が無難といわれている 19)0 
(2）合弁会社の運営は，株式会社の場合，株主間契約（shareholders’agree-
men ts）で定められているといえる則。ここで最も強調すべき点は，株主の貢
献（contribution）度と出資比率を相応させておくことが，円滑な合弁会社の
運営に不可欠であり，合弁会社の設立当初＝出発の段階で両者間の調整，すな
わち貢献の正しい評価と貢献の補正を済ませておくことが，デッドロック起因
となる萌芽をつむことになるということである 21）。しかも，この点について
は，全体的に，かつ相当期間（例えば4～5年）においてどうかを予測しなけ
ればならない 22）。合弁会社は 経営支配の面から，①単独支配型と②分担経
営型に分けられるが，①においても，少数株主である共同事業者の利益保護に
も配慮すべく（もっとも，全員一致を要するといっ規定を設けることには慎重
な態度が必要といえよう），②の場合には，運営に関する基本的枠組について
株主間の合意が必要であるが，合弁事業の運営は，株主からできるだけ自立さ
せ，合弁会社の経営陣に委ねることが必要であるお）。
(3）合弁会社では，株主の利害に大きくかかわる事項は，株主の権限に留保す
べきであり，株主総会，取締役会，会長・社長の権限の配分が適切になされる
必要がある。また 株主間の利害を調節する常設の株主協議機関の存在が必要
で，合弁関係の見直しやそのルールを合弁契約で定めておくことが望まし
し） 24）。
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(4）合弁関係の解消については，後述するが，これに関し，共同事業者の間で
適切なルールを，合弁契約で定めておく方が最後の場合の安心感につながる
とともに，合弁会社の運営上の問題の打開と解消時のトラブル回避にきわめて
有用であるといわれている（例えば，合弁会社に生じた損失負担の方法と限度，
従業員の取扱い，ライセンス契約・技術援助契約の解約・変更，知的財産権の
帰属，秘密情報の取扱い，合弁会社の商号・商標の処理などお））
(5）デッドロックには，①基本的なビジネスのポリシーにかかわり，合弁会社
の事業運営に長期の影響を及ぼすような論争，②共同事業者である株主が特定
の事項に関する解釈（例えば，重要な必要量購入契約の条項など）につき合意
できないような論争の二種類がある（載然と両者に区別できない場合もある）。
①の場合は，他の株主への株式譲渡や解散の規定で，②の場合には，デッドロッ
クを破る規定による解釈に，委ねるのが適当あるいは可能なのではないかとい
われているお）。
(6）デッドロックを破る規定として釘） ①当初から取締役の数を奇数にし，
そのうちの 1人をスウイングマン（swing-man）または仲裁人の役目を果たす
取締役とする場合人②取締役会のデッドロックの間，社長に行動する権限
を与え，その権限は当該取締役会の決議によってのみ取り消しうると規定する
場合，③正式な仲裁手続・訴訟手続ではないが，その前提として，当事者間の
私的な和解（代替的紛争解決の 1手段として工夫された任意の非拘束的な手続
であるが，当事者間の話し合いに訴訟手続の一部をまねて組み入れるもの）＝
ミニトライアル（mini-trial)について，合意する場合などが，ある。①は，
心理的なメリットあるぐらいで，②も，比較的限られた範囲にとどまるが，③
は，失敗すれば正式の仲裁手続・訴訟手続しかないが有用な方法ではないかと
もいわれているお）。
(7）ジョイント・ベンチャ一関係の解消方法としてお），株式譲渡がある（と
くに（5）①の場合で利益をあげている合弁会社では最もよい解決方法といえ
る担））。合弁関係から相手方が逃げないように，あるいは自己に有利に展開
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するように，次のような株式譲渡の制限が，合弁契約中に通常置かれる。①絶
対的制限（ジョイント・ベンチャーの初期の段階で一定期間（例えば5年間）
株式譲渡を禁止する），②合意による譲渡（他方の株主の合意を要するという
文言に加え，他方の株主はかかる合意を不合理には拒否しないという条件を加
えることがある），③第一拒否権（先買権担） right of first refusal）また
は第一オプション（firstoption) （もし株主の一方がその株式を第三者にあ
る値段で売ることを望んだ場合 まず第一に共同事業者である他の株主に対し
である一定の期間同じ値段で売るオファーをしなければならないとするもの），
④イベントオプション（eventoption) （ある特定の出来事（event）が生じ
た場合，共同事業者である一方の株主に他方の株式を買うオプションを与える）
。④には，例えば， ( i ）株主の一方がその出資比率以上に，より多くの資金
を提供したり，製品をより多く買い上げたりする場合に 他方の株式の一部を
買い取るオプションが与えられたり， ( i）株主の一方が出資義務の一部を怠っ
た場合，他方がその出資義務を引き受けて，その分だけ出資比率を増やすオプ
ションを与えたりする場合などがある口
(8）共同事業者である株主間，または取締役間で，デッドロック・行き詰まり
が継続し，適当な解決策がほかにない場合には ジョイント・ベンチャーの解
消・合弁会社の解散が最後の手段となるかもしれないお）。合弁契約締結時
（いわば結婚の時），当該契約中に解散・離婚条項（Dissolution&Divorce 
Clause）を入れることは，国際合弁では，むしろ通常のことになりつつあると
もいわれる刻。解消時に処理すべき問題は そのジョイント・ベンチャーと
共同事業者の性質により様々であり，合弁契約交渉中に想定し合意することは
困難で実際的でないかもしれないが，それぞれの共同事業者の利害に最もかか
わる問題には予め基本的合意がなされている必要があるお）。
2.非法人形態の場合お）
GP・ LPにおける意思決定は， GP契約書・ LP契約書に基づき，ジ、ェネラル・
ノTー トナーが行い，リミテッド・パートナーは， LPに出指する責任が有限と
- 43 (489) -
なる代わりに， LPの運営に対し発言権はない。 GP・ LPの具体的な業務執行
は， GP・LPとの聞の業務委託契約に基づき，ジェネラル・パートナーまたは
その指名する第三者によって行われる。 JVにおける意思決定は， JV契約書に
基づき設置される経営委員会および運営委員会（必ずしも両機関とも設置する
必要はなく， 1方だけ設置してもよい）によって行われ 各委員会の運用規則
に基づいて行われる。 JVの業務執行は，業務執行機関を設置して執行しても
よいが，一般に，業務委託契約を締結し あるジョイント・ベンチャラーが行っ
たり，第三者に請け負わせたりする。意思決定機関におけるデッドロックの発
生や合弁事業からの撤退は 法人形態と同様である問。
N.具体的事例
1.東京高決昭和41年9月5日下民集17巻769頁，判時464号34頁以下。
(1）事実の概要 ①抗告人ドイツ法人は アメリカ合衆国のワウケシャ社と
の聞に，船舶のプロペラ軸の軸受装置オイル・ルブリケーテッド・スタン・チュー
ブ・シーリングの製造工程に関するノウ・ハウを後者（ワウケシャ社）に供与
し，合衆国とカナダでシーリングを製作販売させる契約を締結し，後者はノウ・
ハウの秘密保持事務を負った。②ワウケシャ社は，日本でシーリングの製作販
売をする目的をもって日本の中越社と合弁会社設立契約を締結し，それぞれ45
%を，第三者が10%を出資して，中越ワウケシャ有限会社を設立してシーリン
グ製作販売に従事させた。③抗告人は，ワウケシャ社が日本で合弁会社を設立
してこれにシーリングを製作販売させることは，ワウケシャ社の抗告人に対す
るノウ・ハウ契約義務の違反で、あって，抗告人はワウケシャ社に対すると同様
に，合弁会社に対してもシーリングの製作販売の禁止を請求できると主張して，
合弁会社を相手方として東京地裁に仮処分を申請したが却下の決定をうけた。
抗告人は，この決定の取消しを求めて抗告した。
(2）判旨 ①技術上の秘訣（ノウ・ハウ）は権利と認められない。②技術上
の秘訣を知って物の製造をし，その秘訣の持主の利益を侵害する第三者に対し，
秘訣の持主（ドイツ法人）からの製作禁止を求める仮処分申請は，被保全権利
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の疏明がないとして理由なしとする。
(3）コメント 本件は，合弁会社に対する法人格否認の法理の適用とその準
拠法，抗告人と合弁会社聞に契約関係が認められた場合の当該契約の準拠法，
ノウ・ハウに関する準拠法などが問題となるお）。当時も，不法行為を構成す
るという理論もありえたが，営業秘密に関する平成2年不正競争防止法の改正
（同1条3項， l条ノ 2第3項4項），平成5年不正競争防止法の改正（現不
正競2条4～9号・ 3条.4条）後の現在，かなり当時と状況が異なっている
と考えられる。
2.東京高判昭和62年3月17日判タ632号155頁刻。
(1）事実の概要 ①マレーシアの有力実業家Xは，日本の大手総合商社であ
るY社と共同で，インドネシア林区の開発を企画し，昭和48年8月Y社の香港
支店で第1回の会合を持って以来，同年末までに東京で2回，シンガポールで
2回の会合を経て，昭和49年1月， Y社の木材部長との間で， 「インドネシア
の木材採取権を有するインドネシア法人3社の持株会社であるブルネイ法人3
社の株式50%をY社がXから 4百万米ドルで買い受けること，この代金支払期
日を同年4月末日とすること 同年2月末までに合弁事業の基本的契約を締結
すること」の基本合意が成立した。②ところが， Y社の取締役会で承認が得ら
れなかったことなどから商談不成立となったため Xは Yが正当な理由なく
してXがこの林業共同開発契約が締結されると期待していた利益を侵害したと
して，不法行為に基づき21億5000万円の損害賠償請求訴訟を提起した。③東京
地判昭和60年7月30日制（ i ) yに契約締結上の過失があったとし， Xに対
し合弁事業の準備のために出資した経費など約656万円の賠償を命ずる判決を
下した。 ( i）準拠法は日本法と判断した。 (ii) X, Y双方から控訴。
(2）判旨 ①Yの控訴棄却。 Xの控訴に基づき第一審の判決を一部変更し，
賠償額を約5600万円に変更した口本件判決は，「契約締結上の過失J理論に従っ
た。責任の法的性質については，契約責任とするものと，不法行為責任とする
ものがあるが，本判決は，先例（東京高判昭和54年1月7日判時951号50頁な
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ど）に依拠して不法行為の成立を認めた。②また，本判決は，第一審判決と同
じく，本件契約締結交渉の過半は東京で行われたことを理由として行為地は日
本国の東京であるとし，本件に適用されるべき法規は日本国法であると判断し
た。
(3）コメント 長谷川弁護士によると叫， 「正式な契約に入る前の段階で
予備的合意書（実務界でいわゆるLetterof Intent）をとり交わすこともよく
あるが， L/Iだけで正式契約に至らず、に終わった場合の当事者の責任について
はL/Iの内容とともによく検討しておく必要がある。契約が成立したのかどう
か，どの範囲で成立したかなどが， L/Iをめぐって争われることが多いからで
ある。 （アメリカのテキサコ対ペンゾイル事件もこの点が焦点となった）」と
する。
3.東京地判昭和63年5月19日金商823号33頁 42)
(1）事実の概要 ①わが国の総合商社X （伊藤高）株式会社は，昭和36年以
来西独の合資会社Aとの間で独占的輸入販売契約を締結し A社製のチェーン
ソーを日本で独占的に輸入し販売を行っていた。昭和44年8月，同製品の輸入
業務を分離しこれを行わせるため， XとAは，合弁会社Y株式会社（イトマン
スチールチェーンソー株式会社，資本金7300万円）を設立し， XはYの発行済
株式6万株のうち 1万8千株の株主となった。 Yは同年同月， A社とチェーン
ソーの独占的代理店契約を締結し，さらに昭和45年3月にはXから日本国内に
おけるA社製チェーンソーの独占的販売権を譲り受ける旨の契約を締結し， Y
は，日本国内における独占販売に従事してきた。②ところが，その後製品の国
内販売数量が低下するようになり， A・YとXとの意見がくい違うようになっ
たため， Yは，昭和59年3月， Xとの間の上記独占販売権譲渡のための契約を
解約する意思表示を受けて 製品販売を拒絶された。③これに対し， Xは， Y
の解散判決などを請求する本件訴訟を提起した。
(2）判旨 ①本判決は次のような理由で， Xの解散判決請求を棄却した。②
右契約解除は正当事由がないから莫大な損害賠償義務を負担する恐れがあるこ
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とは，商法406条ノ 2第1項1号に該当せず，また，右解除に至る経過によれ
ばこれが同項2号にも該当しないし，さらに株式会社の解散判決請求事由は同
項1' 2号所定の事由に限られ，英米法のパートナーシップの法理により解散
判決をすることはできない。
(3）コメント 長谷川弁護士によると 43) 「国際合弁が失敗に終わるケー
スは多いが，本件のようにパートナー聞の意見のくい違いや営業成績の思わぬ
不振が原因となることはよくある。本件ではそうした合弁行詰りの解決策とし
て日本側パートナーから解散判決が請求されためずらしいケースJとする。出
資比率からしても難しいケースのようにも思われ，損害賠償請求と，株式を買
い取ってもらう以外には，採るべき方法は無いように思われる。
4. ~II路地判平成 3 年 2 月 15 日判時1383号173頁紛
(1）事実の概要 ①被告人Yは，旧ソ連のサハリン漁業生産公団側から経済
交流などの話を持ち出されたことから，共同事業としてニジマスの養殖を行う
ために，まず昭和63年7月U株式会社（日本法人，ウタリ共同株式会社）を設
立し，その代表取締役に就任した。②平成元年6月， U社とサハリン漁業生産
公団，サハリン漁業資源保護・再生産・規制局およびサハリン太平洋漁業海洋
学研究所との間で，日ソ合弁企業であるA社（ソ連法人，アニワ）を設立した。
A社の目的は，サハリンにおけるニジマスの人工養殖および成魚の加工ならび
にその園内および外国市場での販売であったが，日本側とソ連側パートナーは
ともに，合弁企業の資金を得るための方法としてかにの採捕を検討し， A社の
総支配人Bは， Yらにかに採捕は可能である旨表明した。③そこでYは， U社
の名で漁船を購入し，船長Cや乗組員を雇い入れ，その船で、サハリン州に赴き，
平成元年10月4日， U社とA社との間で，ソ連の経済区域内におけるかにの採
捕と加工の共同事業および日本などへの製品の販売を目的とする契約書を作成
した。また同日付で，ソ連漁業省から，国後島，色丹島などの北方四島周辺の
水域も含まれる南千島水域および北千島水域におけるかに漁業を本漁船に対し
て許可する旨の許可証が発行された。④これに基づきYらは，平成元年10月20
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日頃から同年11月5日頃までの間，色丹島周辺海域において，かにかご漁業を
行ったところ，法定の除外事由がないのに北海道知事の許可を得ずに船長Cと
の共謀のうえ本件漁業を行ったとして，北海道海面漁業調整規則5条違反の罪
（無許可漁業）に問われ，基礎された。⑤Yの弁護人は，本件かにかご漁業は，
ソ連法人であるA社の操業として行われたものであり，同規則の適用はないと
主張した。
(2）判旨 ①本判決は，次のように判示して，被告人に，懲役5カ月，執行
猶予3年の有罪判決を下した（控訴）。②本件契約では A社の採取船はかに
の採捕を担当し， U社の加工船は 原料となるかにの受取りと加工と輸送を担
当し，原料のかにが足りない場合には，自らかにの採捕も担当し，また， U社
の加工船にはソ連の専門家2名が乗船することになっていた。本件契約書およ
び本件許可証を対比解釈すると，本件漁船に対しては， 「カニ漁，エピ漁」に
つき「採捕，加工と輸送」が許可されているが， A社の採取船は「採捕」の業
務を担当するだけであり， 「採捕」に加えて「加工と輸送Jの業務も担当する
のはU社の加工船であること，本件漁船にはソ連の専門家2名が乗船していた
が，ソ連の専門家が乗船する船は， A社の採取船ではなく， U社の加工船であ
り，従って，本件漁船はU社に差し向けた採捕・加工・輸送を行う船というべ
きである。③本件漁船の船長Cは漁労長を兼務し，自らの判断で漁労を遂行し
たもので，本件かにかご漁業の指揮命令は同被告人Yがなしたというべきであ
る。また， U社の監査役Dは，採捕したかにの販売を委託し，受け取った販売
代金を自己の借金の返済に使用するなど自由に処分しており， A社への傭船に
ついては，被告人らも供述するところがなく，傭船料についての取決めも存在
しないことなどからすると，傭船契約は存在していないものと認めるのが相当
である。④これらの事実に鑑みると，本件漁船によるかにかご漁業は，本件契
約書に規定されたU社の義務として， U社が自力でかにの漁獲を行ったもので，
U社の義務に関して行われたものと認定するのが相当である。そして，我が国
の漁業を営む者に対しては，本件操業海域は漁業調整の見地から北海道海面漁
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業調整規則5条の無許可漁業の禁止の効力が及ぶ範囲に含まれるものと解する
のが相当である。なお 最ー判昭和46年4月22日刑集25巻3号451頁および492
頁，最二決昭和45年9月30日刑集24巻10号1435頁，最二判昭和35年12月16日裁
判集刑事136・677等も参照。
(3）コメント 長谷川弁護士必）は 「日本企業が一定割合を出資するといっ
ても，現地で設立されたときは，あくまでソ連（ロシア）法人である。その設
立目的や事業遂行のための契約書・許可証等について日本企業として十分注意
すべきことを，この判例は教えてくれる」とする。また，本件は，定期傭船・
傭船契約の実態および本質論に関しでも興味深い素材を提供している制。
5. Kasel v. Remington Arms Co., 101 Cal. Rptr. 314, 24 Cal. App. 
3 d 711 (Ct. of App. 2 d Dist., 1972) 47l 
(1）事実の概要 ①1965年原告X (Edward W. Kasel）は， 2人の友人を
連れて，狩猟をするためロサンゼルスからメキシコに旅行した。 Xは， 12ゲー
ジのレミントン猟銃とレミントン・エキスプレス薬爽4箱を携行し，メキシコ
で，レミントン・エキスプレスの薬爽を追加購入したD 狩猟に出かけ，メキシ
コで購入した薬爽で射撃しようとしたところが，暴発して右手に大きい負傷を
した。②Xに傷害を与えた欠陥薬爽は， CartuchosDeportivos De Mexico, 
S.A. (CDM）がメキシコで製造したものであった。 CDMは，被告Y会社
(Remington Arms Co.デラウェア法人でマサチューセッツ州に本拠を有す
る）がメキシコに ライセンス契約によってY会社の弾薬を製造する関係会社
を設立する計画をたて，現地の会社と提携して1961年に設立した合弁会社であ
る。 Y会社は，その計画を実施するためCDMとの問に CDMにY会社の商標
を使用して弾薬を製造販売させることを目的とする 3つの契約，すなわち，
( i ）商標ライセンス契約（Y会社はCDMにY会社の登録商標をCDMが製造
する弾薬に使用する20年間の非排他的な譲渡禁止のライセンスを与え，その対
価として，メキシコ国内におけるCDMの総純販売額の0.5%のロイヤルティを
Y会社に支払うことなどを約束）， ( i）技術情報売買契約（弾薬の製造に関
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するY会社の科学的プロセスを100000ドルで売買する旨を定める）， (iii) 
技術役務契約（Y会社は， CDMの技術者を訓練し，業務執行取締役，生産ア
ドバイザーおよび販売アドパイジーをふくめて，要員をCDMに派遣する義務
を負う。 Y会社は，生産技術，マーケテイング，機械，イクイツプメント，原
料の調達について，援助および協議をし Y会社の研究所でテストを実施し，
弾道学についてアドバイスを与えることを約束し その対価として， 20年の契
約期間中， CDMの総純販売額の1.5%のフイーの支払いをY会社は受ける）を
締結した。 Y会社はCDMの発行済普通株式300,000株のうち120,000株（40%)
を所有し， Y会社の重役にはCDMの重役を兼任する者もいる。 Y会社は， 1963
年発行のCDMの社債を408,327ドルで購入し，そのうち， 125,701ドルは償還
され，残額分は， 1967年に新規発行の社債に転換された。③Xは， Y会社に対
し， CDMが製造販売した12ゲージ薬爽の暴発によってうけた傷害について損
害賠償を請求して，カリフォルニア州ロサンゼルスの第 1審裁判所（Superior
Court of Los Angels County）に訴えを提起したが，請求を棄却された。 X
は，控訴裁判所（Courtof Appeal, Second District）に控訴した。
(2）判旨 ①［プロダクト・ライアビリテイの問題］当裁判所は，第一審裁
判所が不法行為の厳格責任の適用をY会社が実際に製造した，またはCDMと
の聞に代理関係があったという事実が認定される場合に限定したことは誤りで
あると考える。 Y会社は，メキシコばかりでなく合衆国においても，とくに容
易にメキシコに行って狩猟することのできるカリフォルニア州の消費者につい
て，その製品が販売されることを予期できた。設立の手続に動機を与えて参加
し， CDMに弾薬の製造のための機械と仕様書を供給し， CDMが製造したY会
社の商標が付されている弾薬の品質をコントロールする権利を留保し，メキシ
コのプラントに融資し，これを設置しかっ監督し CDMの取締役会に兼務の
取締役をおき，かつ，ある程度CDMの企業を促進するはずであるY会社の商
標のもとに製品を広範に宣伝して， Y会社は，裁判所が問題なく厳格責任を課
した典型的な小売業者，ディストリビューターまたは卸売業者よりも，欠陥薬
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爽を製造した企業に大きく関係した。②［法の選択］第一審において， Xはカ
リフォルニア州法が適用されると主張し， Y会社はメキシコ法が適用されると
主張した。裁判所は，カリフォルニア州法を準拠法と決定した。当裁判所は，
法の選択について第一審判決を支持する。
(3）コメント 土井教授によると ω 「これは 『通商の流れ』の理論
（“stream of commerce”theory）によって原告に傷害を与えた欠陥製品を
製造も販売もしなかった商標ライセンサーに厳格責任を負わせた最初の判例で
ある。 Jとし， 「この判例につづいて，フランチャイザーをふくめた商標やサー
ビス・マークのライセンサーに責任を負わせる判例が続出することとおもうJ
とされる。
6.京都地判平成3年11月25日判時1423号126頁鈎）一部認容，一部棄却（控
訴）。
(1）事実の概要 ①Y Iは，製紙充填剤原料の輸入販売会社の設立を企図し，
Y2, X1, X2らに参加を呼びかけてA株式会社を設立した。 Xらは，それぞ
れ出資をするとともに（もっとも，これが商法上の株金払込みの手順に則って
行われたのか，また，出資額が資本の額と対応しているのかなど必ずしも明ら
かでない点がある） A会社に運転資金などを貸し付けた。取締役にはX2
Y1, Y2他1名が就任し， YIが代表取締役となり 監査役にはX1が就任した。
②ところが， Y1は， A会社設立前に自己が輸入し所有していた原料が粗悪品
であり，容易に製紙会社に販売することができず，赤字が続いているのに，大
した営業もしないまま，高級車を購入して乗り回すなど放漫な経営を繰り返し
てA会社を事実上倒産の状態に陥らせたまま放置し 新たにB会社を設立して
その経営に当たるようになった。この間， Xらは， Ylと意見が合わず，相次
いで，取締役，監査役を辞任した。③Xらは， A会社に対し貸金債権を有して
いたのに， Y1に前記放漫経営およびY2のY1に対する監視義務違反のためA
会社が事実上倒産し，債権の回収が不可能になったとして， Yらに対し，商法
266条ノ 3に基づき，損害賠償請求訴訟を提起した。
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(2）判旨 本判決は， Y1の前記放漫経営の事実を認めたが， Xらの主張す
る賃金債権の一部はA会社に対する出資金であって これは実質的に共同事業
者ないし事実上の業務執行取締役であるXらがその地位において自ら企業家と
して危険を伴う事業に出資した金員であるから，商法266条ノ 3の「第三者」
として受けた損害とは認められないとして，残部についてのみ同条に基づく
Y1の責任を認めた。なお， Y2については，その監視義務の不履行とXらの損
害との間の因果関係が認められないとして，賠償義務を否定したo
(3）コメント 岸田教授によると，本件では とくに株主としての請求の
部分ではなく，債権者としての請求の部分につき， 「監査役や取締役であった
者が，同時期に代表取締役であった者の放漫経営により損害を被ったとして，
商法266条ノ 3により損害賠償請求を求めたのに対しこれを認めたものである」
とするが，同教授はこの結論に反対する切）。本件は 国内での問題であるが，
国際合弁でも起こりうる可能性もあろう。
7.三菱化成とマレ一シア現地資本との合弁会社エイシアン．レアア一ス
(ARE）の公害問題での紛争臼
(1)事実の概要と判旨 ①三菱化成とマレ一シア現地資本との合弁会社AR
Eは1979年11月三菱化成側28%，他は現地側の資本比率で設立された。以前よ
りマレーシアでスズ鉱石会社に技術協力していた三菱化成は地元政府などの懇
請によりAREに参加し 1982年からイットリウムなど希土類の生産を開始し
た。この生産の副産物ともいうべき廃棄物に含まれる放射性物質，水酸化イッ
トリウムの管理をめぐり，ずさんだとする地元住民との紛争が生じた。②1985
年2月，地元住民が工場地区周辺で高い放射線量が発生し，流産や障害児が生
まれるなどの健康被害を引き起こしたと主張して，損害賠償と操業停止を求め
てイポー高等裁判所（第一審）に提訴した。 1985年10月 同裁判所は仮処分決
定を下したが，その内容は危険を引き起こすような方法で操業してはならな
い回）という表現で，現実の操業がそれに該当するか否かを明確にしていない，
言わば玉虫色の決定であった。しかし同年，法律の改正があり，新法に基づく
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運転許可を必要としたので， 11月に運転を停止し，改めて同社は暫定的な廃棄
物の貯蔵設備を作った上で政府より操業許可を得て1987年には操業を再開した。
その後裁判審理が続けられていたが 1990年11月結審し， 1992年7月11日住民
側勝訴と見える判決が出て関係者に大きな衝撃を与えた。その判決は， ARE
には個人への損害賠償を支払う必要はないとしながらも，1985年以前の操業に
は問題があり，その後の操業に住民の快適な生活の妨害（ニューサンス）があ
るので，工場敷地内の廃棄物を廃棄処理所へ移し， 2週間以内に操業を停止す
るよう命じた。③この判決に対し，三菱化成側は判決には不満ながらも， ( i ) 
操業停止については地元との融和のため執行停止の申立てはせず， ( i）上告
については可否を慎重に考えるべく マレーシア側パートナーと協議したが同
調せず， 7月24日最高裁判所へ上告した。最高裁判所は8月5日，高裁判決の
執行停止の決定を下した則。
(2）コメント これに関する松枝教授の論評は参考になる則。それによる
と，①訴訟事件を重大事項として合弁パートナーの同意にかからせておくべき
である。②解消，撤退について定めておくべきで，それも難しいようであれば
法的に経営につき何らかの発言権確保の仕組みを作っておくべきである。それ
すら難しいのであれば，進出は断念すべきであるし 敢えて進出してしまった
後では，その後の契約面での補強策，紛争発生後の対策の上でのリーガル・プ
ランニングを図るべきであったなどといわれ，マスコミへの対応などにも言及
されている。
8.アメリカ反トラスト法との関連事例邸）
(1)1984年共同研究法が改正され， 1993年共同研究・生産法（NationalCoop-
erative Research and Production Act of 1993. 1993年6月10日大統領の署
名を得て発効）の成立によって 研究開発ジョイント・ベンチャーにおいて肯
定されたと同様の競争促進的効果が生産ジョイント・ベンチャーにおいても一
般的に存在することが認められ生産ジョイント・ベンチャーの設立が促され
ることとなった則。ジョイント・ベンチャーの競争促進的側面と反競争的側
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面が比較衡量されるのであるから，できるだけ反競争的側面を抑え，競争促進
的なジョイント・ベンチャーとなるようにリーガルプランニングを試みること
が肝要といわれる 57）。
(2)Xerox ・Rankの事例邸） ①1973年，連邦取引委員会は， Xerox（事務
複写機マーケットの約60%のシェアを持つ）が不公正なマーケテイングおよび
特許権を実施し， RankXerox (Xeroxとイギリスの大会社RankOrganiza tio-
n Ltd.とのイギリスにおけるジョイント・ベンチャー）およびFujiXerox 
(Fujiとのジョイント・ベンチャー）が，アメリカにおいてXeroxと競争する
ことから締め出したことにより連邦取引委員会法第5条に違反したと主張して
訴えた。②本件は，同意審決（consentdecree）によって解決された。同意審
決は， XeroxがRankXeroxおよびFujiXerox に複写機の特許権を無償で，か
っライセンシーが自らの特許権をXeroxに許諾する義務を負うことなしに許諾
することを要求し， Xeroxの5年間の数量割引価格プランの排除を命じた。
(3)Brunswick ・ Yamahaの事例制 ①Brunswick （アメリカの多角経営の
メーカー）と日本法人Yamahaは，船外モーターの日本における生産および販
売のためジョイント・ベンチャーを設立した。合弁契約は Brunswickにジョ
イント・ベンチャーで生産した船外モーターを合衆国および他の国で販売する
独占的権利を与えており Yamahaは日本で販売する独占的権利を得ていた。
両社は，お互いの技術情報につき技術援助契約を結んでいたが，ライセンスさ
れた情報の使用は，許諾者と競合しない製品の製造・使用・販売に限定されて
いた。いつYamahaの情報が実際にBrunswick製品に使用されたかということ
は困難であるから， Brunswickは，合弁契約締結時Yamahaで、製造された製品
（スノーモービルを除く）を製造しないことを約束した。この付随的制限が連
邦取引委員会法第5条違反であると申し立てられた。両者は，制限の範聞は狭
く， 10年に限られているので合理的と争ったが，連邦取引委員会はこれを拒絶
した。②第8巡回区控訴裁判所は，当該制限が合弁契約の不合理な延長であり，
したがって，その契約がジョイント・ベンチャーの主題である船外モーターの
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販売に限られておらず，他の製品に関する可能な競争の排除に資しているので，
連邦取引委員会法5条に違反している，という連邦取引委員会の決定を認めた。
(4)GM ・ Toyotaの事例制 1984年4月11日付の同意審決において，連邦
取引委員会は， GMとToyotaのジ、ヨイント・ベンチャーに対する異議申立て
の和解案に3対2の票決で最終的な合意を与えた。 GM・ Toyotaの和解は，
いくつかの制限を課すことを条件とした。連邦取引委員会は，ジョイント・ベ
ンチャーの生産高と期間を限定し，当事者が交換できる情報のタイプに関し詳
細な条件を課した。そして最終的に，ジョイント・ベンチャーおよびGM・
Toyotaに対し詳細な報告義務を課した。連邦取引委員会は，このジョイント・
ベンチャーを認めるべきかどうかの判断において，より効率的，競争的なアメ
リカ産業の発展をリードし，アメリカ自動車メーカーの競争的な状態を強化す
るジョイント・ベンチャーの可能性を配慮したといわれる 6ヘ
(5）｛民推力ジ、エツトエンジンの事例制 1984年10月27日発信のビジネスレ
ビューレターで，反トラスト局は，革新的な低推力ジェットエンジンを開発・
生産・販売する 5社の共同事業者（UnitedTechnologies, Rolls Royce （英），
Aero Engines Corpora ti on （日） , Fiat （伊） , MTU （西独））によるジョ
イント・ベンチャーに反対しない旨述べた。
v.結語
海外進出，対日直接投資のー形態である国際合弁に関し，契約交渉から合弁
契約（合弁設立契約・株主間契約など）の締結，定款の作成，合弁事業の解消
に至るまでの法的諸問題のいくつかを眺めることにより，その法的構造を垣間
見てきた。各国の契約法理論・不法行為法理論と会社法（とくに閉鎖会社法）
理論とのかねあいは 興味深い問題を提起している刷。企業の国際化が加速
度的に進展し，国際分業化， 「共生Jが叫ばれている今日，進出国・業種ごと
に各種関連法規や判例，行政側の政策や準拠法，国際的ルールなどについて，
さらに個別的・具体的に検討していく必要があろう則。また，国際合弁は，
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リスク・マネジメント，予防法学，国際経済学・国際経営学との学際的なアプ
ローチも，ますます必要不可欠となってくる分野といえよう。
注 1 ) 井原宏『企業の国際化と国際ジョイントベンチャーJ182頁以下（商事法務研究会，
平6）。なお，同著によれば，第4の場合は，パートナーシップ型が選択される場合
が多く，第7の場合には，少なくとも50%超の株式を保有し ジョイント・ベンチャー
をコントロールできることが必要とする。
2）①拙稿「北陸産業と国際投資一国際合弁契約をめぐる諸問題」 日ヒ陸の企業と法制度一
1994年日本海経済白書－J13頁以下（富山大学日本海経済研究所， 1995），②拙稿
「合弁企業の法的整備」 『環日本海経済交流に関する調査・研究 中国（大連編） J 
91頁以下（向上， 1995），③拙稿「ジョイント・ベンチャーの対外的法律関係一特に
アメリカ法の場合一（1X2）」富大経済論集第38巻第2号103頁以下 (1992），第38巻第3
号 1頁以下 (1993）。なお，本稿は平成8年8月1日富山大学公開講座『日本企業の
海外事業展開jの中で， 「国際合弁の法的諸問題Jと題して，筆者が述べたことも，
土台としている。④田中信幸『契約事例からみた日米合弁事業j （商事法務研究会，
平2），⑤松枝迫夫『国際取引法J166頁以下（三省堂，平5），⑥高桑昭＝江頭憲治
郎編『国際取引法（第2版） J 363頁以下［田中信幸］（青林書院，平5），⑦北）｜｜俊
光『国際法務入門J182頁以下（日本経済新聞社，平7），③浅田福一「国際合弁事業
契約をめぐる今日的課題」商学論究第39巻第2号1頁以下 (1991），①浅田福一『国
際取引契約の理論と実際J309頁以下（同文舘，平8），⑮斎藤祥男編『国際経営戦略ー
貿易から国際経営にまたがる戦略論j （同文舘，平8），⑪JamesA. Dobkin&Jef-
frey A. Burt, Joint Ventures with International Partners (Butterworth Leg圃
al Publishers, 1991），⑫Forry&Joelson, Joint Ventures in the United States 
(London, 1988）なども参照。なお，⑫は，次の9つの章を設け，さまざまな角度で分
析しである。 ( i ) Evaluating Alternatives to US Joint Ventures, (ii )Basic 
Forms and Terms of US Joint Ventures, (ii) Intellectual Property in the 
US and Research and Development Joint Ventures, (iv) US Real Estate 
Joint Ventures Issues and Documents, ( v) US Antitrust Law and Joint 
Ventures, (vi) US Tax Aspects of Joint Ventures, (vi) Use of Lease Fin-
ancing by US Joint Ventures, （泊i)Personnel Transfers and US Visa Restr-
ictions, (ix) US Reporting of Foreign Investment in Joint Ventures. 
3) 小林規威『日本の合弁会社j （東洋経済新報社 昭42），唐沢豊『外資系企業の限
界j （有斐閣，昭60），河村博文『外国会社の法規制j （九州大学出版会，昭57）な
ど参照。小林・前掲書6頁以下によると，日本における従来の解釈の傾向として，外
資系会社とは，わが国で活躍する企業で，外国の会社と資金的に関係のある会社，純
外資会社とは，外国企業が資本金の全額を出資して設立した企業，合弁会社とは，日
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本企業と外国企業とが，共同出資によって新設した企業，外資導入会社とは，外国企
業が既存のわが国企業の旧株または新株の1部を取得した企業をいったが，ここにい
わゆる合弁会社は，俗称で，法律上正確に定義づけられた概念ではないとする。小林
見解では，合弁会社につき，制限の範囲内においてではあるが，合弁事業の基礎を，
経営の展開に直接貢献するもろもろの共同行為の組合せに求める広義の解釈に基本的
な賛同を寄せるとし，次の2つの制約が課せられるべきとする。①合弁事業を基礎づ
ける協力行為には，もろもろの類型とその組合せとが考えられるが，具体的ケースに
おける共同行為者の行為類型には，少なくとも経営の意思決定に直接の影響力をもっ
機能が含まれていなくてはならない。②合弁事業とは，長期的，継続的な複数企業聞
の協力関係である。そして，小林見解によると，合弁会社認定の基準を，経営参加を
目的とする株式の持合いにのみかけた，従来のわが国外資関係者の定義づけは，狭き
に失するとする。ちなみに，松枝迫夫『合弁会社の法律実務j （ダイヤモンド社，第
2版，昭46）も参照。
外国会社と内国会社とはどのような基準で区別されるかにつき，①本店所在地法主
義説一会社の本店が圏内にある（内国会社）か外国にある（外国会社）かによって区
別する説，②設立準拠法主義説ーわが国の会社法により設立された（内国会社）かま
たは外国法により設立された（外国会社）かによって区別する説，③折衷説一設立準
拠上主義を原則としつつ，商482条の疑似外国会社の規定から，日本に事実上の本店
を設けている会社をも内国会社とする説があるが，②が現在の多数説といわれている
（西尾幸夫「企業の国際化」中村一彦編『現代企業組織法J331頁以下（同文舘，昭
60) ）。龍田節『会社法（第4版） J 405頁以下（有斐閣，平6）の「国際会社法jの
箇所参照。
なお，合弁会社に関する最近の捉え方の 1例として，中島茂「共同出資会社の諸問
題」ジ、ユリスト1104号82頁以下（1997）も参照。また，基地会社につき，その機能・
目的に応じて，タックス・へイプンなどにおけるその態様は，持株会社（holding
companies），投資会社（investmentcompanies），金融会社（financecompani-
es），特許権等保有会社（patentholding companies ），商工業会社（trading
companies），役務提供会社（servicecompanies），船舶・航空会社（shipping
and aircraft companies），保険会社（insurancecompanies 特にcaptiveinsu-
rance companies），オフショア・パンク（offshorebanks ）などがあることにつ
色村井正編『国際租税法の研究一国際的租税回避の理論と政策J33頁［占部裕豊］
（法研出版，平 2）。なお， MiltonGrundy, Grundy’s Tax Havens -Offshore 
Business Centres : A World Survey 6th ed., (Sweet & Maxwell, 1鰯）；タッ
クス・ヘイブン対策税制につき，金子宏『租税法（第5版） J 313頁以下（弘文堂，平
7），大武健一郎編『図説日本の税制平成4年度J101頁（財経詳報社，平4）など参
照。
4) JETRO貿易ハンドブック（1993)81頁，拙稿・前注2）①21,23, 29頁など参照。
5) 高桑昭＝江頭憲治郎編『国際取引法（第2版）』泊6頁［田中信幸］（青林書院，平
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5）。
6) これらのメリット・デメリットの整理については，前注5）に全面的に拠っている。
なお， StephenSchwarz & Daniel J. Lathrope, Corporate and Partnersh-ipT 
axation (West Publishing Co., 1991)，須田徹『アメリカの税法一連邦税・州税
のすべて（改訂版） J 31, 1前一191頁（中央経済社， 1988），拙稿・前注2）①33頁。
7 ) 井原・前注1) 55頁以下。なお， 2つの会社によるジョイント・ベンチャーの形成
の場合につき， Notes，“JointVenture Corporations : Drafting The Corpora-
te Papers" 78 Harv. L. Rev. 393 [ 1964 ］。
8) 井原氏は「対第三者（外部）的には会社形態，対共同事業者（内部）的にはパート
ナーシップ形態ともいうべきものであるが，…判例・学説によるごとく当事者の意図
および事業運営の実態によって定ま」り， 「それぞれのケースに応じて判断されるべ
きである。」とする（井原・前注1)56頁）。なお，浜田道代『アメリカ閉鎖会社法1
16頁， 290頁（商事法務研究会，昭49）は ジョイント・ベンチャー（合弁企業）は，
結局は組合の一種とし（Cf.Comment, The Joint Venture : Problem Child 
of Partnership, 38 Calif. L. Rev. 860 (1950) ），合弁会社は， jointventure cor-
porationの訳であり，一般的には，外国の会社とわが国の会社が共同事業遂行のた
めに設立した株式会社（または有限会社）を指して用いられているとする。 Robert
W. Wood, California Closely Held Corporations, § 1 .11 [ 4 ] [ b ] Joint
Ventures (Matthew Bender, 1991）によると， 「1ジョイント・ベンチャーは，一
般に， 1つの特定の商的企業のために形成された 1パートナーシップと考えられてい
る。カリフォルニアでは lジョイント・ベンチャーは，法と税双方の諸考慮のために，
一般にジ、エネラル・パートナーシップとして扱われてきた。」とし，会社の戦略的提
携（CorporateStrategic Partnering）の箇所で（ibid.§ 8 . 08[ 2 ] [ a ] ) , 
「1ジョイント・ベンチャーは，当該事業の諸利益と同様リスクを分配する， 2また
はそれ以上の存在からなる共同の商企業である」とし， 「伝統的な会社法が法人組織
のlジョイント・ベンチャーに適用される。 jとする。なお， Black’SLaw Diction-
ary 6th ed. (West, 1990) p.342は， Jointventure corporationについて， 「オ
イル，化学，電子，原子力分野で普通に見い出されるある特別の企業において会社の
枠組の範囲内で他の諸個人あるいは諸会社と参加した 1会社をいう。」とする。 ibid.
p.839, McSherry v. Market Corp., 18P. 2 d 776, 129 Cal. App. 330，拙稿・前注
2）③第3号4頁も参照。 Jennings& Buxbaum, Corporations Cases and Ma-
terials 5th ed., pp.31 et seq., 345 et seq. (West, 1979) 
9) テキサスのほか，ウィスコンシン，カンサス，コロラド，フロリダ，ユタ，ネパダ，
ワイオミング，ヴァージニア州もそうであり，この会社形態は，とりわけ不動産，ベ
ンチャーキャピタル，天然資源の分野におけ十る事業に適しているといわれていること
につき，井原・前注1) 56頁以下。
10) 浜田・前注8) 5頁， 260頁， 290頁以下参照。
Rovert W. Wood, suprαnote 8 ) . , § 8 . 08[ 1 ] [ 2 ] [ a ］～［ e].[3], 
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[4][a],[5］なども参照。
11) 田中・前注5)389頁以下。
12) 田中・前注5)390頁以下，園生一彦『アメリカのパートナーシップの法律j （商事
法務研究会，平3）。
13) 英米法系の国では，基本定款（Articlesof Incorporation, Memorandom of 
Association）と付随定款（By-Laws,Articles of Association）に区別される。
他方， L.C.B.Gower,Some Contrasts between British and American Corpora-
tion Law, 69 Harv. L. Rev. 1369 [ 1956］なども参照。
14) 小曽根敏夫 rrnL入門J152頁以下（信山社， 1996）。
15) 小曽根・前掲書153頁，松枝・前注2）①191頁以下。
16) 拙稿・前注2）①22頁，龍田・前掲書412頁， j畢白書夫編『新国際取引ハンドブックj
116頁以下［田中信幸ほか］（有斐閣， 1990）。
17) 田中・前注5)391頁以下，井原・前注1) 60頁以下。なお，この点に関しては，閉
鎖会社について深められてきた法理論が大いに参考となる。そのまま，妥当する部分
が多い。浜田・前注8)50頁以下，青竹正一『小規模閉鎖会社の法規整J1頁以下
（文異堂，昭54）など参照。
18) 稲葉英幸『わかりやすい海外ピジネスのすすめ方J259頁以下（日本実業出版社，昭
62）。ちなみに，附）とやま国際センター『富山県企業の海外事業所調査j （平成 5年
3月）によると，富山県企業が海外進出した現地法人で，出資比率50%以上60%未満
の数は17あるが，そのうち50%が12,50%超60%未満は5である。 12社のうち 1社は
パートナーが自社の子会社，また同じく12社のうち l社は，現地法人の代表者ほか 1
名の日本人が残りの25%を出資している。拙稿・前注2）①17頁。
19) 稲葉・前注目） 262頁以下。
20) 浜田・前注8)175頁以下，青竹・前注17)345頁以下，栗山徳子「アメリカ会社法
における株主間合意一取締役会権限を制限する合意J酒巻先生還暦記念『公開会社と
閉鎖会社の法理J299頁以下（商事法務研究会，平9) , Model Business Corp-orat 
ion Act Annotated 3rd ed. vol. 4 pp.1832-36など（PrenticeHall Law& Bu 
siness, 199 0 Supplement ）の Shareholder agreements の箇所， West’s
California Codes Corporations Code 1990 Compact Edition pp. 22 et seq.; 
Folk on the Delaware General Corporation Law vol I pp.432et seq. (Little, 
Brown and Company, 1988），なお，邦訳については，北沢正啓＝平出慶道訳『ア
メリカ模範会社法J157頁（商事法務研究会，昭63），北沢正啓＝浜田道代訳『デラウェ
ア会社法j172頁以下（商事法務研究会，昭63），長浜洋一訳『ニューヨーク事業会社
法J81頁以下（商事法務研究会，平 2），北沢正啓＝戸川成功訳『カリフォルニア会
社法J42頁以下（商事法務研究会，平2）による 0
・模範法定閉鎖会社追補
第20条 （株主の合意）
(a）法定閉鎖会社のすべての株主は，会社の権能の行使ならびに会社の営業および
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業務の経営または会社の株主の聞の関係を規制することを書面で合意することができ
る。
(b) この条が認める合意は，つぎの場合でも効力を有する：
(1) その合意が，取締役会を排除するとき；
(2) その合意が，取締役会の裁量権もしくは権能を制限し，もしくは取締役に委
任状もしくは加重した議決権を認めるとき；
(3) その合意の趣旨が，会社を組合として取り扱うことであるとき；または
(4) その合意が，さもなければ組合員聞でのみ適切であるような株主間もしくは
株主会社聞の関係を創設するとき．
(c) 会社が取締役会を有するときは，取締役会の裁量権または権能を制限するこの
条が認める合意は，取締役会の裁量権または権能がその合意により支配される限度で，
法が課す取締役の責任を免除し かっその責任を取締役会の裁量権または権能を付与
される各人に課す．
(d) この条が認める合意における取締役会を排除する規定は，定款が第21条の要求
するところによりその旨の表明を包含しないときは効力を有しない．
(e) 1人または数人の株主に第33条に基づき会社を解散する権利を与える規定は，
この権利の表明が定款に包含されるときに限り効力を有する。
(f) この条が認める合意を修正するためには，合意に別段の定めがないときは，す
べての株主がその修正を書面で承認しなければならない．
(g) 合意がなされた時に株式が発行されていないときは，株式の引受人が，この条
が認める合意に関し株主として行為することができる．
(h) この条は，法定閉鎖会社における株主間の他のいかなる合意も禁止しない．
・デラウェア会社法
第350条 （取締役の裁量を制限する合意）
議決する権格を有する社外株式の過半数を有する閉鎖的な会社の株主の閣の書面に
よる合意は，株主の聞のみでなすと株主でない当事者となすとを問わず，その合意の
当事者の聞では，それが，取締役会の裁量または権能を制限しまたはそれに干渉する
ように会社の営業および業務の遂行に関係するという理由で無効となるものではない．
そのような合意は，会社の業務の経営における取締役会の裁量または権能がその合意
により支配される限度で，取締役に課せられる経営上の行為または不作為に対する責
任を取締役から免除し，かっその合意の当事者である株主にそれを課する効果を有す
る．
なお，同第354条（組合としての会社の運営）も参照0
．ニューヨーク事業会社法
第620条議決権契約；取締役に対する支配に関する設立証書の規定
(a）書面に作成しかっ当事者がこれに署名する場合においては， 2人以上の株主の
聞の契約は，議決権を行使するときにおいて，この株主の保有する株式については，
契約書に定め，株主の合意しまたは株主の合意した手続により決定するところにした
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がいその議決権を行使しなければならない旨を，定めることができる．
(b）会社の事業の執行につき，取締役会を不当に制約し，または，本法に基づき本
来取締役会の権限に属する経営の全部もしくは一部を 1人以上の株主もしくはその選
択する l人以上の者もしくは1以上の会社に不当に移転することを理由として，法が
本来禁止する設立証書の規定は，次の各号の場合には，これを有効とする．
(1) すべての設立者または議決権を有すると否とを問わずすべての社外株式の登
録保有者が，設立証書または修正証書におけるこの規定を授権したとき．および，
(2) この規定の採択の後において，この規定を知りまたはこの規定に書面により
同意した者に対してのみ株式を移転しまたは発行するとき．
(c) (b）項の授権する規定は，会社の株式が国法証券取引所に上場されずまたは国法
証券業協会もしくは支部証券業協会の 1人以上の会員により店頭市場において正規に
相場を付されないかぎりにおいてのみ，有効である．
(d) (e）項に定める場合を除き (b）項の授権する規定を削る修正は議決する権利を有
するすべての社外株式の3分の 2の保有者の議決によりまたはこの目的につき設立証
書の定める加重された割合の株式の保有者により，株主総会において，これを授権し
なければならない．
(e) (b）項の授権する規定が本条に基づきその効力を失ったときは，（d）項の手続に代
えて，取締役会は，第805条（修正証書；内容）に基づきこの規定を削る修正証書を
承認することができる．修正証書は この規定が効力を失う理由である事件を記載し
なければならない．
(f) (b）項の授権する規定の効果は，取締役を免責し，この規定を授権しまたは同意
する株主に対し，会社業務の執行における取締役会の裁量および権能がこの規定によ
り決定により決定される範囲において，かつ，そのかぎりにおいて，本法が執行行為
および慨怠につき取締役に課す責任を課すものとする．
(g) 会社の設立証書が（b）項の授権する規定を含むときは，この規定の存在は，この
会社の発行するすべての株券の表面または裏面に これを明瞭に注記しなければなら
ない． （修正1962年法律834章37条； 1963年法律746章12条； 19臼年法律725章6条； 19白年法律803
章18条， 19条）
・カリフオルニア会社法
第300条 （取締役会が行使すべき会社の権能一一閉鎖的な会社における合意につい
ての例外）
(a）株主による承認（第153条）もしくは社外株式による承認（第152条），または
ある種類もしくは組の優先株の過半数より少ない議決による承認（第402.5条）を要
求される行為に関するこの編の規定および定款の制限に服し，取締役会の指示により
または指示のもとに，会社の営業および業務は経営しなければならず，かつ会社のす
べての権能は行使しなければならない．取締役会は会社の日常の営業活動の経営を管
理会社またはその他の者に委任することができる．ただし，取締役会の究極的な指示
のもとに，会社の営業および業務は経営しなければならず，かつ会社のすべての権能
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は行使しなければならない．
(b) (a）項またはこの編の他の規定にかかわらず，ただしい）項に服し，会社の営業の
経営，会社の利益の分配または清算における会社の資産の分配を含むがそれらに限ら
れない，閉鎖的な会社の業務のいずれかの面に関するいかなる株主の合意も，その合
意の当事者の間では，それが取締役会の裁量に干渉するように会社の業務の遂行に関
係するという理由，またはそれが会社をあたかも組合であるかのように取り扱いもし
くは当事者聞の関係を組合員の聞でのみ適切である方法で取り決める試みであるとい
う理由で無効となるものではない．株式の将来の買受人による閲覧のために会社の秘
書役に提出されるそのような合意の対象たる株式の譲受人で，現実にその合意を知る
かまたは第418条に従う株券上の表記によりその合意を知るものは，その合意の規定
により拘束され，かつ（d）項の目的のためにその合意の当事者となる．その合意の当事
者とならない新しい株主への会社による株式の原始的発行は，その合意を終了させる．
ただし，その合意にその旨の定めがあるときは，この項とは別にそれが強制可能であ
る限度でその合意は継続する．その合意は，その当事者の全員一致より少ない合意に
よる変更，延長または撤回を許容する合意の規定に服し，そのような譲受人の同意が
なければ，変更し，延長しまたは撤回することはできない．そのような合意の対象た
る株式の譲渡人は，その者が株主として以外にその合意の当事者でないときは，会社
の株主でなくなるときにその合意の当事者でなくなる．この項に従いなされる合意は，
その会社が閉鎖的な会社でなくなるときに終了する．ただし その合意にその旨の定
めがあるときは，この項とは別にそれが強制可能である限度でその合意は継続する．
この項は，第706条の（a）項により認められる合意には適用しない．
(c) (b）項に従い締結されるいかなる合意も，第158条，第417条，第418条，第500条，
第501条，第1111条，第1201条の（e）項，第2009条，第2010条，および第2011条，または第
15章 (1500条以下），第16章（第1600条以下），第18章（第1800条以下），および第22
章（第2200条以下）の規定のいずれも変更しまたは排除することはできない．この編
の他のすべての規定は，州務長官への書面の必要な綴込みを除き，株主の合意におい
て，その当事者の聞で変更しまたは排除することができる．
(d) (b）項において言及する型の合意は，会社の業務の経営における取締役会の裁量
または権能がその合意により支配される限度で，合意の当事者である各株主に，合意
に従いそのような者が行いまたは行わない経営上の行為に対する責任で，他の場合に
はこの編が取締役に課すものを課し，かつ取締役はその限度でそのような責任を免除
される．
(e) 閉鎖的な会社が，（b）項の認められる合意に従い，会社の業務の経営に関連して
取締役会または株主総会に関する会社の手続を順守しないことは，その株主が会社の
債務につき個人的責任を有することの立証に資する要素とは認められない．
栗山教授は，主にニューヨーク最高裁判所の判例を中心に検討し， 「近時の判例は
閉鎖会社のもつ特殊性に理解を示し，株主に対し合意を結ぶ自由をできる限り与えよ
うとしている．そのような傾向がどこまで拡大されるかは不明であるが，各州会社法
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による明文の裏付けもあり，今後ともこのような判例の緩和傾向は進行しかっ継続す
るものと思われる。」とする（前掲326頁）。
21) 井原・前注1)85頁以下。
22) 井原・前注1) 152頁以下。
23) 井原・前注1) 153頁以下。
24) 井原・前注1) 154頁以下。
25) 井原・前注1) 156頁以下。
26) 井原・前注1) 79頁以下。
27) Notes, suprαnote 7 ) , at408-13，井原・前注1) 81頁以下。
28) Notes, suprαnote 7 ) at408-09, 北沢＝戸川・前注20)49頁以下，北沢＝浜田・
前注20)174頁以下の邦訳による。
・カリフォルニア会社法
第308条 （仮取締役）
(a）会社が偶数の取締役を有し，その取締役が等しく分裂しかっ会社の業務の経営
に関し合意することができず このため会社の営業をもはや有益に遂行することがで
きないかまたは会社の財産および営業が害されもしくは失われる危険が存在するとき
は，正当な県の上位裁判所は，定款または業務規則の規定にかかわらず，かつ会社の
強制的清算または解散につき訴訟が係属していると否とを問わず，この条に従い仮取
締役を任命することができる．その任命のための訴訟は いずれかの取締役また議決
権の33?iパーセント以上を有する株主が提起することができる．
(b）会社が奇数の取締役を有し，かつ株主が行き詰まり，このため株主が年次株主
総会において後任の取締役会を選任することができないときは，正当な県の上位裁判
所は，定款または業務規則の規定にかかわらず，議決権の50パーセントを有する株主
の申立てに基づき，この条に従い 1人もしくは数人の仮取締役を任命し，または裁判
所が適切と認めるその他の衡平な救済を命ずることができる．
(c）仮取締役は，会社の株主でも債権者でもなく，また会社の他のいずれかの取締
役またはその仮取締役を任命する裁判所の裁判官とコモン・ローにより三親等内の血
族または姻族の関係にもない公平な者でなければならない．仮取締役は，取締役会も
しくは株主間における行詰まりが解消されるまで，またはその仮取締役が裁判所の命
令もしくは社外株式の承認（第152条）により解任されるまで，取締役のすべての権
利および権能を有する．その者は，会社との別段の合意がないときは，裁判所が決め
る報酬を受ける権利を有する．
(d) この条は，公益事業法（公益事業法典の第1編の第l部（第201条以下））に
服する会社には適用しない．
なお，カリフォルニア会社法第1802条の強制的解散の場合の仮取締役の任命（後掲）
も参照。
・デラウェア会社法
第353条 （一定の場合における仮取締役の任命）
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(a) 定款もしくは業務規則または株主の合意のそれと異なる規定にかかわらず，衡
平法裁判所は，取締役が会社の営業および業務の経営に関して分裂し，取締役会によ
る行為のために必要な議決を得ることができず，その結果会社の営業および業務をも
はや株主一般に有利に遂行することができないときは，閉鎖的な会社のため仮取締役
を任命することができる．
(b) この条に基づく救済の申立ては，（1）その時に在職する取締役の数の少なくと
も2分の 1' (2）その時に取締役を選任する権利を有するすべての株式の少なくとも
3分の 1を有する株主，または（3）その時に1人もしくは数人の取締役を選任する権
利を有する株式が2種類以上あるときは，そのいずれかの種類の株式の 3分の 2を有
する株主により提出されなければならない；ただし，閉鎖的な会社の定款は，取締役
または株主またはある種類の株主のより少ない割合のものがこの条に基づき救済を申
し立てることができる旨を規定することができる．
(c）仮取締役は，その会社またはその会社の子会社もしくは関連会社の株主でも債
権者でもない公平な者でなければならずかっ，衡平法裁判所は，その者のそれ以上
の資格を決定することができる．仮取締役は，会社の財産管理人ではなく，また，こ
の法律の第226条および第291条に基づき任命される保管人または財産管理人の資格お
よび権能を有しない．仮取締役は，衡平法裁判所の命令により，またはその時に取締
役を選任するために議決する権利を有するすべての株式の過半数を有する株主により，
または仮取締役の任命の申立てを提出した種類の議決権のある株式の3分の 2を有す
る株主により解任される時まで，取締役の会議の通知を受けかっそこにおいて議決す
る権利を含む，その会社の適正に選任された取締役のすべての権利および権能を有す
る．その者の報酬は，衡平法裁判所の承認に服してその者と会社との聞の合意により
決定しなければならず，衡平法裁判所は，仮取締役と会社との聞の合意がない場合ま
たはその聞の不一致の場合に，その者の報酬を決めることができる．
(d）仮取締役の任命を申し立てることができる取締役または株主の数に関するこの
条の（b）項の要件が満たされない場合でも，衡平法裁判所は，この法律の第352条の（b)
項が許容するときは，仮取締役を任命することができる．
29) Notεs, suprαnote 7 ) , at408-13，井原・前注 1) 82頁以下。なお，浜田・前注
( 8) 72頁以下，栗山徳子「アメリカ閉鎖会社における運営上の行き詰まりとその打
開策一仲裁制度についてーJ駿河台法学第9巻第 1号65頁以下（1996）参照。
30) Notes, suprαnote 7 ) at 418-23，井原・前注 1) 89頁以下， 103頁以下， 107頁以下。
31)小曽根・前掲書156頁も， 50対50の合弁の場合， 「対象となっている事業を終了させる
ことなしにデッドロックの状況を解消させるためには，一方当事者の株式を，他方当
事者に移転して他方当事者の100%子会社にしてしまうという方法が最も有力である
と考えられる。 Jとする。
32）井原・前注 1) 111頁以下の［サンプル 1］～［サンプル3J参照。ここでは，松枝・
前注2）⑤205～207頁のものを引用する。
I文例】
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第7条株式の譲渡等
7.1 譲渡等の一般的制限
本契約に明示された場合または本契約当事者間の合意に基づく場合を除き，本契約
の各当事者は，自己の保有する新会社のいかなる株式をも売却し，譲渡し，抵当に入
れ，またはその他の方法による権利の移転，またはその他の担保の設定をせず，また
結果として前述の通りとなるようないかなる行為もしない旨，相互に誓約し合意する。
7.2 定款の規定
本条7.1に定められた条件を履行する為に，両当事者は，新会社の定款がいかなる
時も，以下の条項，即ち，当会社の株式の譲渡は取締役会の承認を要するを含むこと
に合意する。
7.3 第l優先権
各当事者は他の当事者にその保有する新会社の株式の取得に関し第1優先権（ファー
ストリフユーザル）を提供するものとする。したがって，もしいずれかの当事者がそ
の保有する新会社の株式の全部または一部の譲渡を希望する時には，かかる当事者は
まずその株式を本条の別の箇所で定めた 1株あたりの売却価格で他の当事者またはそ
の指名者に対して株式を売却することを申し出るものとする。かかる第1の申出は，
書面により郵送料前払いの書留航空便で行われ，別の条項により定められるべき 1株
あたりの提案売却価格を記載するものとする。さらにかかる第1の申出は，次の規定
するいずれかの結果が発生するまで効力を有する。
a.申し出を受けた当事者により提出された第1の申出に対し，書面による拒絶の
通知が発送されたとき。
b.かかる第 1の申出が受領された日から90日を経過したとき。本書に基づき行わ
れたいかなる第1の申出の承認も，かかる申出を受領した日から90日以内に申出を受
けた当事者により，書面により承諾の通知が郵送料前払いの書留航空便で発送される
ならば，その発送をもって有効となる。
7.4 第1の申出に対する承諾期間経過，または拒絶
もし第3節に基づき第1の申出がされた後に被申出人が提出された新会社の株式の
全部または一部の取得を拒絶しまたは承諾期間を経過した場合には，申出入はかかる
株式または残る部分を本契約の当事者以外の第三者である自然人または法人に提示す
る権利を取得する。但し，その株式の譲渡価格が第3節に基づき相手方へなされた第
1の申出のそれと同じかそれ以上であること，さらに第4節に基づき新会社の株式譲
渡を第三者になすにあたり，その譲渡についての義務や本契約で定められている義務
の完全かつ無条件の引受を当該第三者がなすことを条件とする。
SECTION 7.0 TRANSFERS, ETC. OF SHARES 
7.1 General Restrictions of Transfers, Etc. 
Except as otherwise expressly provided for in this Agreement or agreed 
upon between the parties hereto each of the parties thereby mutually 
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covenants and agrees not to sel, assign, pledge or in any other manner 
transfer title or rights to, or otherwise encumber, any of the shares of 
NEWCO held by them, respectively, or to take any action leading to or 
likely to result in any of the foregoing. 
7.2 Provision in the Articles of Incorporation 
In implementation of the items contained in above Pragraph 7 .1hereof, 
the parties hereto agree that the Articles of Incorporation of NEWCO shall 
at al times contain the following provision ：“Any transfer of the shares 
of the Corporation shall require approval of the Board of Directors.” 
7 .3 Right of First Refusal 
Each party hereby extends to the other party a right of first refusal with 
respect to the acquisition of the shares of NEWCO held by it. Accordingly, 
if at any time either party desires to transfer al or any portion of the 
shares of NEWCO held by it, such party shall first offer to sel said shares 
to the other party or its nominee at a purchase price per shares to be 
determined in accordance with the other paragraph specified in this 
SECTION. Any such first offer shall be made in writing by registered air-
mail postage prepaid. Further, any such first offer shall state hat the offer 
beingmade shall remain effective until whichever of the following events 
shall first occur : 
a. Dispatch of a notice of a refusal in writing by the party to whom such 
first offer has been made ; or 
b. The elapse of ninety (90) days after the date of receipt of such first offer. 
Acceptance of any such first offer which has been made pursuant to this 
Paragraph 7.3 shall be effective upon dispatch by the party to whom such 
offer has been made of written notice of acceptance hereof by registered 
airmail, postage prepaid, if such dispatch occurs within ninety ( 90) days 
after the date of receipt of such offer. 
7.4 Failure of Rejection to Accept First offer 
If, after a first offer has been extended pursuant to Paragraph 7.3 hereof, 
the offeree refuses or fails to acquire al or any portion of the shares of 
NEWCO so offered, the offeror shall have the right to offer such shares or 
the remaining portion thereof, as the case may be, to any person, natural 
or juridical, who is not a party to this Agreement, if the transfer price of 
the shares in question to any such person as aforesaid is equal to or greater 
than the price at which the same shares were first offered to the other party 
pursuant to Paragraph 7 .3hereof, and further provided that any transfer 
of shares of NE WCO to a third party pursuant to this Paragraph 7.4 shall 
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be conditioned upon the full and unconditional assumption by any such 
third party transferee of al of the obligations of the transfer or provided 
for in this Agreement. 
なお，最近のアメリカ閉鎖会社立法における決議要件の加重，株式の譲渡制限など
に関し，青竹・前注17)357頁以下など参照。
33) 井原・前注 1) 123頁以下。同128～134頁の［サンプル6］～［サンプル 8］参照。
瀬谷ゆり子「閉鎖的株式会社における株主の期待ー解散判決請求権の再考J酒巻先生
還暦記念『公開会社と閉鎖会社の法理J377頁以下，浜田・前注8)254頁以下，青竹・
前注17)352頁以下の最近のアメリカ閉鎖会社の「解散判決および解散に代わる株式
の買取り」を参照。なお，以下の邦訳については，北沢＝浜田・前注20)133頁以下，
北沢＝平出・前注20)162頁以下，長浜・前注20)185頁以下，北沢＝戸川・前注20)
180頁以下による。
・デラウェア会社法
第273条 ( 2人の株主を有する合弁会社の解散）
(a) それぞれが株式の50パーセントを所有する 2人の株主のみを有するこの州の会
社の株主が合弁企業の経営に従事し，かつ，その株主がその合弁企業を中止しかっそ
の企業に使用される資産を処分することの望ましさについて合意することができない
ときは，いずれの株主も，自己が，双方の株主により合意される計画に従いその合弁
企業を中止しかっその企業に使用される資産を処分することを欲する旨，または，そ
のような計画が双方の株主により合意されないときは，その会社が解散されるべき旨
を示す申立書を衡平法裁判所に提出することができる．その申立書には，中止および
分配の計画案の謄本，ならびに，その申立書および計画案の謄本が他方の株主ならび
にその会社の取締役および役員に対し書面により送付された旨を示す証明書を添付し
なければならない．その申立書および証明書は，この法律の第103条に従い作成され
かつ確認されなければならない．
(b）双方の株主が，衡平法裁判所に対し，（1）その申立書の提出の日から 3月以内
に，双方の株主がその計画またはそれの修正につき合意した旨を示す同様に作成され
かつ確認された証明書を提出し，かつ（2）その申立書の提出の日から 1年以内に，そ
の計画により定められた分配が完了した旨を示す同様に作成されかつ確認された証明
書を提出しないときは，衡平法裁判所は，その会社を解散し，かつ，この法律の第
279条に基づき任命される受託者または財産管理人のすべての権能および資格を有す
る1人または数人の受託者または財産管理人の任命により，その会社の業務を管理し
かっ清算することができる．上に定める期間のいずれかまたは双方は，同様に作成さ
れ，確認され，かっその期間の満了前に衡平法裁判所に提出される証明書により立証
される株主の合意により延長することができる．
・デラウェア会社法
第355条 （会社を解散させる株主の選択権）
(a) 閉鎖的な会社の定款は，いずれかの株主，またはいずれかの種類の株式の特定
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の数もしくは割合を有する株主に対し，随意にまたは特定の事件もしくは事故の発生
のときに会社を解散させる選択権を与える規定を含むことができるーそのような解散
の選択権を行使するときはいつでも その選択権を行使する株主は，他のすべての株
主に対し，その旨の書面による通知をしなければならない．その通知の発送に続く 30
日の期間の満了の後に，議決権を有する株主の必要な数がこの法律の第228条の定め
るところにより会社の解散に書面により同意した場合と同様に，会社の解散の手続が
始まる．
(b) 初めに提出された定款がこの条の作）項が認める規定を包含しない場合には，議
決する権利を有すると否とを問わずすべての社外株式の3分の 2を下らない議決によ
るそのような修正を定款が特に認めない限り，議決する権利を有すると否とを問わず
すべての社外株式を有する株主の賛成投票により採択されるときに，そのような規定
を含むように定款を修正することができる．
(c) 定款がこの条が許容する解散を認める会社の各株券には，その表面に，その規
定の存在を明確に記さなければならない．株券の表面に明確に記されないときは，そ
の規定は効力を有しない．
－模範法定閉鎖会社追補
第33条 （会社を解散する株主の選択権）
(a) 法定閉鎖会社の定款は， l人もしくは数人の株主，またはある種類もしくは組
の特定の数もしくは割合の株式を有する株主に，任意にまたは特定の事実もしくは偶
発事件が発生したときに会社を解散することを授権することができる．この権限を行
使する株主は，他のすべての株主に解散する意図の書面による通知をしなければなら
ない．通知の効力発生日の31日後に，会社はその営業および業務の結了および清算を
開始し，かっ，〔模範会社法第14.03条ないし第14.07条〕に基づき解散条項を綴り込
まなければならない．
(b）定款に別段の定めがないときは，（a）項に示す解散権限を追加し，変更し，また
は削除する定款の修正は 修正につきその他の点で議決する権利を有すると否とを問
わず，すべての社外株式を有する株主により，または株式が発行されていないときは，
株式引受人がいるときはすべての株式引受人，もしくは株式引受人がいないときはす
べての設立者により承認されなければならない．
－模範法定閉鎖会社追補
第43条 （特別な救済方法：解散）
(a）裁判所は，つぎのことを認めるときは，会社を解散することができる：
(1) 〔模範会社法第14.30条〕に基づく 1個もしくは数個の司法的解散の原因が
存すること；または
(2) 第41条もしくは第42条に基づき裁判所が命令したその他のすべての救済方法
が係争中の問題の解決に失敗したこと．
(b) 会社を解散すべきか否かを決定する際に，裁判所は，その他の適切な証拠とと
もに会社の財務状態を考慮しなければならないが，会社が利益留保金または当期営業
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利益を有することのみを理由として解散を拒否することができない．
・ニューヨーク事業会社法 第1節「判決による解散Jの中で，
第1104条取締役閉または株主聞の意見不調整の場合における申立
(a) 第613条（議決権の制限）に基づき設立証書に別段の定めのある場合を除き，
取締役の選任において議決する権利を有する社外株式総数の2分の 1の保有者は，次
の各号の 1以上を理由として解散の申立をなすことができる．
(1) 会社の業務の執行につき，取締役の意見が分かれ，取締役会の行為に必要な
議決を得ることができないこと．
(2）株主の意見が分かれ，取締役の選任に必要な議決を得ることができないこと。
(3）株主の意見が一致せず2以上の派閥に分かれ，解散が株主にとり利益となる
こと。
(b）設立証書の定めにより，取締役会の行為に必要な議決の割合または取締役の選
任に必要な株主の議決の割合が本法が本来定める割合より加重されているときは，解
散の申立は，第1001条（解散の授権）に基づく判決によらない解散につき議決する権
利を有する社外株式総数の3分の l以上の保有者が これをなすことができる．
(c) 設立証書の規定にかかわらず，会社の取締役の選任において議決する権利を有
する株式の保有者は，株主の意見が分かれ，少なくとも連続する 2回の年次総会の日
を含む期間，任期が満了したまたは後任者の選任および資格取得により任期が満了す
る取締役の後任者の選任ができなかったことを理由として，解散の申立をなすことが
できる． （修正1963年法律748章23条）
第1104条－a 特別の情況における判決による解散の申立
(a) 「1940年投資会社法Jと称する連邦議会の法律に基づき登録された投資会社以
外の会社であって，その株式が国法証券取引所に上場されずまたは国法証券業協会も
しくは支部証券業協会の1人以上の会員により店頭市場において正規に相場を付され
ていない会社の社外株式総数の20パーセント以上の保有者であって，取締役の選任に
おいて議決する権利を有する者は，次の各号の 1以上の理由により解散の申立をなす
ことカfで、きる．
(1) 取締役または会社の支配者が，異議を申し立てる株主に対する違法，詐欺的
または職権濫用的行為を犯していること．
(2) 会社の財産または資産が，会社の取締役，役員または支配者により略取され，
浪費されまたは会社の目的以外に使用されていること．
(b) 裁判所は，本条にしたがう非任意的解散の手続を進めるか否かを決定するにあ
たって，次の各号の事項を考慮しなければならない．
(1) 会社の清算が，申立人がその投資の公正な収益の取得を合理的に期待できる
唯一の方法であるか否か．ならびに，
(2) 会社の清算が，相当数の株主および申立人の権利および利益の保護にとって
合理的に必要であるか否か．
(c) 他のすべての開示要件に加えて，取締役または会社の支配者は，本条に基づく
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解散申立の届出の後30日以内に，過去3年間の会社の計算書類および記録を，合理的
な実務上の条件の下で，申立人の閲覧および謄写に供されなければならない．
（追加1979年法律217章1条；修正1989年法律141章1条）
第1111条解散の判決または終局決定
(a）本節に基づく訴訟または特別手続において，会社が解散しなければならないこ
とが明らかであると判断するときは，裁判所は会社を解散する判決または終局決定を
なさなければならない．
し、
(b）判決を下す場合において，裁判所は，次の各号の基準を考慮しなければならな
(1) 法務長官の提起した訴訟においては，公共の利益が最も重要である．
(2）取締役または株主の申立てた特別手続においては，株主に対する解散の利益
が最も重要である．
(3) 第1104条（取締役閉または株主聞の意見不調整の場合における申立）または
第1104条・a（特別の情況における判決による解散の申立）に基づき申立てられた特
別手続においては，解散は，会社の営業が利益を得て運営されてきたまたは運営す
ることができたと認定されたことを理由とするのみでは これを拒んではならない．
(c）判決または終局決定が会社の解散を定める場合において，裁判所は，その裁量
により，権利を有する者に対してそれぞれの権利の割合に応じる会社財産の分配を定
めることができる．
(d）裁判所の書記またはその他裁判所の定める者は 州務局および会社の事務所が
判決また決定の日に所在する郡の書記に対し，解散の判決または終局決定の認証され
た謄本を送付しなければならない．ナM務局の受理により，会社は解散する．
(e）会社は，解散の後ただちに，その設立証書が受理されたその他の各郡の書記に
対し，判決または終局決定の認証された謄本を送付しなければならない．
（！日1112条 (1961年法律855章〉・条文番号1111条に付替および修正
1962年法律834章83条；修正1979年法律217章2条）
・カリフォルニア会社法は，第18章「強制的解散」の中で，
第1800条 （申立てを提出する権利を有する者一理由）
(a) (b）項に定める理由の 1個または数個に基づく会社の強制的解散のための確証さ
れた申立ては，つぎのいずれかの者が正当な県の上位裁判所に提出することができる：
(1）在任中の取締役の半数以上．
(2) ( i ）社外株式の総数（普通株式に転換しうる優先株の転換を仮定して）ま
たは（i）社外普通株または（ii）会社のエクイテイのいずれか3}/sパーセント以
上を代表する株式を所持する株主．ただし，各場合において，（b）項の（4）号に列挙す
る取引のいずれかに個人的に参加した者 または閉鎖的な会社の株主が所有する株
式を除く．
(3）解散の理由が会社の設立の時に定められた存在期聞がその延長なくして終了
したことであるときは，いずれかの株主．
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(4) 定款においてそうすることを明示的に授権されたその他の者．
(b) 強制的解散の理由は，つぎのことである：
(1）会社が1年をこえてその営業を放棄していること．
(2) 会社が等しく分かれかつ会社の業務の経営に関し合意することができない偶
数の取締役を有し，その結果もはや会社の業務を有益に経営することができないか
または会社の財産および営業が侵害されもしくは失われる危険があり，かつ会社の
議決権のある株式の株主が派に分かれ奇数から成る取締役会を選任することができ
ないこと．
(3) 内部的紛争が存在しかっ会社の株主の 2個以上の派が行き詰まりもはやその
営業を会社の株主に有利に経営することができないか，または株主がすべての議決
権が行使された連続した 2回の年次総会において任期が満了したかもしくはその後
任者の選任の時に終了する取締役の後任者を選任しなかったこと．
(4) 会社を支配する者が，永続的かつ普及的な詐欺，不当経営もしくは権限の濫
用もしくは株主に対する永続的な不公正の罪を犯しもしくは知りつつそれを黙認し
たこと，または会社の取締役もしくは役員が会社の財産を悪用しもしくは浪費して
いること．
(5) 35人以下の株主（第605条に定めるところにより決定される）を有する会社
の場合において，申立株主の権利または利益の保護のため清算が合理的に必要であ
ること．
(6) 会社の設立の時に定められた存在期間がその期間の延長なくして満了したこ
と．
(c）訴訟の審理の前のいつでも，株主または債権者はその訴訟に参加することがで
きる．
(d) この条は，銀行法（金融法典の第1編（第99条以下）），公益事業法（公益事
業法典の第1編の第1部（第201条以下）），貯蓄貸付組合法（金融法典の第2編（第
5000条以下）），または保険法典の第1編の第2部の第l章の第14節（第1010条以下）
に服する会社には適用しない．
(e) この条の目的のためには， “株主”は，第300条または第706条に基づき契約を
締結した株式の受益的所有者を含む．
第1802条 （仮取締役の任命）
会社の強制的解散の申立ての理由が，第1800条の（b）項の（2）号に定める取締役会にお
ける行詰まりであるときは，裁判所は仮取締役を任命することができる．第308条の
(c）項の規定は，そのように任命された仮取締役に適用する．
第20章「解散に関する一般的な規定」の中で，
第2000条 （発議当事者の株式の買受けによる解散の回避）
(a）定款における反対の規定に服し，強制的解散のための訴訟において，または議
決権の50パーセントのみを代表する株主の議決により開始された任意的解散のための
手続において，会社，または会社が買受けを選択しないときは会社の議決権の50パー
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セント以上の所持人（“買受当事者”）は，原告またはそのように手続を開始した株
主（“発議当事者”）が所有する株式をその公正な価格で現金で買い受けることによ
り会社の解散および財産管理人の任命を回避することができる．その公正な価格は，
評価日現在の清算価格を基準とするが，清算における継続企業としての全営業の売却
の可能性があるときはそれを考慮に入れて決定しなければならない．その価格を決定
するに当たり，解散の開始が買受当事者との合意の発議当事者による違反であるとき
にその結果生じる損害賠償の額は，そのような発議当事者に支払うべき額から差し引
くことができる．ただし，解散の理由が第1800条の（b）項の（4）号に指定されるものであ
るときは，この限りでない．会社の買受けをなす選択は，発議当事者が所持する株式
を除き社外株式の承認（第152条）によりなすことができる．
(b) 買受当事者が，（1）発議当事者が所有する株式を買い受けることを選択し，かっ
(2）その株式の公正な価格につき発議当事者と合意することができず，かっ（3）その
費用が（c）項に基づき回復しうるものであるときに発議当事者の相当な見積費用（弁護
士の報酬を含む）を支払うのに十分な確実性のある担保を供するときは，裁判所は，
係属中の訴訟において，または清算しかっ解散する任意的選択の場合に買受当事者が
正当な県の上位裁判所において開始する手続において，買受当事者の申立てにより清
算および解散の手続を停止しかっ発議当事者が所有する株式の公正な価格を確認しか
っ決定する手続をとらなければならない．
(c）裁判所は，発議当事者が所有する株式の公正な価格を評価するために3人の利
害関係のない評価人を任命しなければならず，かっその価格を確認する目的のために
そのように任命された評価人に対してその事項を委託する命令をしなければならない．
証拠が要求されるときは，その命令は証拠を提出する時および方法を定めなければな
らない．評価人またはその過半数の裁定は，裁判所により確認されるときは，すべて
の当事者に対し最終的かつ終局的なものである．裁判所は，その判決により指定され
た期間内にその株式につき支払いがなされないときは，代替的に会社の清算および解
散を定める判決をしなければならない．買受当事者が指定された期間内にその株式に
ついて支払いをしないときは，発議当事者の費用（弁護士の報酬を含む）の額につき
買受当事者およびその担保上の保証人に対して不利な判決がなされなければならない．
裁判所のその行為により権利を害された株主は，それに対し異議を申し立てることが
できる．
(d) 買受当事者が清算および解散を防止することを欲するときは，それらの者は，
この条に従い指定されるかまたは異議の申立ての場合は異議申立ての結果定められる
期間内に発議当事者に対しその株式の確認されかつ判決された価格を支払わなければ
ならない．そのような支払いを受領しまたはその提供があったときは，発議当事者は，
その株式を買受当事者に対し移転しなければならない．
(e) この条の目的のためには， “株主”は，第300条または第706条に基づき契約を
締結した株式の受益的所有者を含む．
(f) この条の目的のためには，評価日は，（1）第1800条に基づく強制的解散のため
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の訴訟の場合にはその訴訟が開始された日，または（2）議決権の50パーセントのみを
代表する株主の議決により開始された任意的解散のための手続の場合にはその手続が
開始された日である．ただし いずれの場合にも，裁判所は，当事者による申立ての
審理に基づき，かっ正当な理由が立証されるときはその他の日を評価日として指定す
ることカfできる．
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算，②株式または持分の譲渡，③希薄化条項（dilutionclause），④放棄（surrend-
er），⑤契約の解除，⑥合弁会社の存続期間または契約の有効期間，⑦事業の一時中
止または凍結を掲げる．希薄化条項とは，ある当事者がジョイント・ベンチャーへの
出掃をしなかった場合，そのことにより直ちに契約違反とするのではなく，当該当事
者のジョイント・ベンチャーへの参加比率を自己の出摘額の全出摘額に対する比率に
応じて希薄化（減少）していく旨の規定である．
38) 土井輝生『国際私法基本判例〈財産・取引＞ J 132頁以下（同文舘，昭62）。
39) 長谷川俊明『国際ピジネス判例の見方と活用J207頁以下（中央経済社，平5）。
40) 田中徹「マレーシア人と日本法人間のインドネシアでの林業共同開発契約の準拠法」
昭和60年度重要判例解説263頁。
41) 長谷川・前注39)209頁。
42) 長谷川・前注39)213頁以下。
43) 長谷川・前注39)215頁。
44) 長谷川・前注39)221頁以下。
45) 長谷川・前注39)224頁。
46) なお， Haasv. 653 Leasing Co., D.C.Pa., 425 F.Supp. 1305，拙稿・前注 2)
③38巻2号133頁参照。
47) 土井輝生「欠陥製品を販売した合弁会社に商標をライセンスした親会社の責任とそ
の準拠法（上）（下）」国際商事・法務Vol.9.361頁以下， 424頁以下（1981)
48) 土井・前注47)426頁。
49) 岸田雅雄「共同事業者ないし事実上の業務執行者としての地位に基づき出資した者
が商法266条ノ 3に当たらないとされた事例J判決評論407号55頁以下。
50) 岸田・前注49)58頁。
51) 松枝・前注2）①179頁以下。なお，拙稿・前注2）③38巻2号103頁以下も参照。
ちなみに， 1992年7月12日朝日新聞によると， ARE社は 三菱化成が間接分を含め
て35%出資して79年に設立された鉱石精製会社と説明している。
52) 松枝・前注2）⑤179頁以下で「表現してはならないJを「操業してはならないJと
置き換えた。 7.に関しては，松枝教授の前掲個所に負っている。
53) 1992年8月6日日本経済新聞も参照。
- 73 (519）ー
54) 松枝・前注2）⑤180頁以下。なお，拙稿・前注2）④38巻3号4頁も参照。
55) 井原・前注1) 135頁以下。
56) 中川宏「米国における生産ジョイントベンチャ一法の成立について」国際商事法務
Vol.21, No.7. 783頁以下（1993)
57) 井原・前注1) 143頁。伊従寛編『日本企業と外国独禁法J13頁以下［上杉秋則］
（日本経済新聞社， 1986），服部育生「ジョイント・ベンチャーとアメリカ反トラスト
法」名法115号43頁以下（1987），滝川敏明「共同事業と独占禁止法」ジュリ951号
127頁以下 (1990），滝川敏明『日米EUの独禁法と競争政策J37－泊， 45,51, 61, 119 
頁（青林書院， 1996）など参照。
58) Xerox Corp., 86 F.T.C 364 (1975) (consent decree）；井原・前注1) 145頁以
下，伊従・前注目） 68頁［上杉］。
59) 94F.T.C. 1174 (1979) ; Yamaha Motor Co. v. Federal Trade Comm’n, 657 
F. 2d 971 (8th Cir. 1981）；井原・前注1)146頁以下。
60) In re General Motors Corp., 103 F.T.C. 374 (1984) (consent decree ）；井
原・前注1) 147頁以下宍戸善一＝草野厚『国際合弁ートヨタ・ GMジョイントベ
ンチャーの軌跡j （有斐閣， 1988），伊従・前注目） 76頁以下［上杉］など参照。
61) 井原・前注 1) 148頁。
62) Business Review Letter from William F. Baxter, Ass’t Att’y Gen., to 
United Tech. Corp. (Oct. 27, 1984），井原・前注1) 148頁以下。なお， 8.につ
いては，井原氏の業績に負っている。
63) 浜田教授は， 20年以上前に， 「合弁会社の法的問題は，今後なおいっそう真剣に取
り組まれるべきであり，契約の起草技術はますます磨かれなければならないであろう。
…合弁会社においては，実務慣行がすでに発展の緒についている。アメリカ閉鎖会社
法の実務慣行を学ぶことは，それを大きく育てるのに有益な養分となろう。」と指摘
されたことがある（前注8)292頁）。なお， Notes,suprαnote 7 ) , at423 et seq. 
の「結び：閉鎖会社としての合弁会社」を参照。
64) 拙稿・前注2）①31頁以下，前注2）②91頁以下。 『1996ジェトロ白書投資編一広
がりと見せるAPEC域内投資と日本の対応－J30頁以下（ジェトロ， 1996）の「日本
の海外直接投資と進展する国際分業」，村松司叙編『国際合弁戦略j （中央経済社，
平3）など参照。
-74 (520) -
